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１．はじめに 

コンクリートの塩化物イオン浸透に対するパラメーターとして塩化物イオンの拡散係数が用いられ

る。自然界での塩化物イオンは，コンクリートの細孔溶液中に固定化をともないながら濃度勾配を駆動

力として移動する。塩化物イオンを対象として拡散の速さは規定されており，係数として塩化物イオン

の見掛けの拡散係数が用いられる。この見掛けの拡散係数を直接求める試験方法として，「土木学会浸

せきによるコンクリート中の塩化物イオンの見掛けの拡散係数試験方法（案）」がある。この試験方法

は，コンクリート供試体を塩水に浸せきさせ，その後，供試体をスライスして深さごとにコンクリート

中の塩化物イオン濃度を求めて，その分布から拡散係数を算出する方法である。直接，見掛けの拡散係

数を求めることができるが，試験期間が数ヶ月かかり，特に 40％以下の低水結合材比のコンクリートで

は試験期間が 1年を超える場合もある。 

浸せき法に比べ短時間で拡散係数を求める試験方法として，「土木学会電気泳動によるコンクリート

中の塩化物イオンの実効拡散係数試験方法（案）」がある。電気泳動による方法は，コンクリートに直

流定電圧を印加することによって，強制的に塩化物イオンを移動させ，その移動速度から拡散係数を求

めるものである。試験は 1ヶ月程度で終了し，浸せきによる方法では試験が長期化する低水結合材比の

コンクリートにおける拡散係数の測定に威力を発揮する。ここで求まる拡散係数は，「見掛けの」拡散

係数ではなく，コンクリートの細孔溶液中における塩化物イオンの移動のし易さを表す「実効」拡散係

数を測定するものである。得られた実効拡散係数は，そのままコンクリート標準示方書の照査に用いる

ことはできないが，土木学会では実効拡散係数から見掛けの拡散係数に変換する方法が提示されている

ため，実効拡散係数から見掛けの拡散係数を推定することが可能である。 

本研究では，下部工，ＰＣ橋梁上部工およびプレキャスト製品に使用するコンクリートを対象とし，

さらに，塩化物イオン浸透に対する耐久性の向上を目指した数種類の混和材を添加したコンクリートに

ついて，短期間で拡散係数の判定が可能な電気泳動法により実効拡散係数を算出した。さらに，土木学

会標準示方書に示されている方法により実効拡散係数から見掛けの拡散係数を推定した。 

 

２．実験概要  

2.1 試験体の種類 

 試験体の配合を表－１に示す。試験体の配合種類として，コンクリートの用途に応じて４種類，施工

目的に応じて３種類，合計７種類の配合について検討を行なった。下部工，橋梁上部工の地覆および壁

高欄部を対象とする，設計基準強度 24N/mm2の高炉セメント B 種を用いたコンクリートは膨張材の有無

によって，配合 BB-Eと BBの 2種類とした。橋梁上部工の場所打ち部を対象とした，設計基準強度 30N/mm2

の普通ポルトランドセメントを用いたコンクリートは膨張材の有無によって，配合 N-E と N の 2種類と

した。一般地域にある橋梁上部工主桁部を対象とした，設計基準強度 40N/mm2の早強ポルトランドセメ

ントを用いたコンクリートは配合 H，塩害地域にあるプレキャストプレテンションＰＣ桁を対象とした，

設計基準強度60N/mm2の早強ポルトランドセメントに混和材として高炉スラグ微粉末6000を用いたコン

クリートは配合 BSPC とした。プレキャスト製品を対象物とした，設計基準強度 100 N/mm2の中庸熱ポル

トランドセメントに混和材としてシリカフュームを用いたコンクリートは配合 M-SF とした。
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2.2 電気泳動による実効拡散係数の算定 

本研究では，塩分浸透性能試験として，比較的短期間

で塩分浸透性能の評価が可能となる電気泳動による試

験を行い，実効拡散係数を算定した。試験は土木学会

JSCE-G571-2007 に準拠して行った。試験に用いた供試

体は，セメントの水和のばらつきを小さくするために材

齢 28 日まで水中養生を行い，φ100×200mm の円柱供

試体を厚さ 50mm の円盤状に切断したものを用いた。

図－１に塩分浸透試験装置の概要図を示す。陰極側セル

に 0.5mol/L の NaCl 溶液を，陽極側セルに 0.3mol/L の

NaOH 溶液を入れ，電極間の電位差が 15V になるように電

圧を制御し，陽極側の塩化物イオン量の経時変化を測定

した。塩化物イオンの拡散係数は，塩化物イオン濃度が

試験日数の増加とともに増加し，経過日数に対する塩化

物イオン濃度の増加割合が一定に達した時点を，コンク

リート中の塩化物イオンの移動が定常状態に達したと

判断して，その時の塩化物イオンの泳動速度から流束を

求め，電気化学法則より計算できる。本試験では，式（１）

により塩化物イオン実効拡散係数 Deを算定した。 

３．試験結果 

3.1 塩化物イオン濃度の経時変化 

 図－２に，電気泳動により通過した陽極側セルにおけ

る塩化物イオン濃度の経時変化を示す。これより，配合

N，N-E および Hは同程度の塩化物イオンの移動速度を示したことがわかる。配合 BB および BB-E は水結

合材比および実強度が配合 N，N-E，H と同程度であるが，塩化物イオンの移動速度が配合 N，N-E，H に

比べ緩やかになっている。混和材として高炉スラグ微粉末を混入した BSPC およびシリカフュームを混

入した高強度の M-SF については，W/C と混和材の影響で，塩化物イオンの移動速度が極端に小さく，移

動速度が定常状態と見なせるまでに 3～5ヶ月必要であった。 
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図－１ 電気泳動試験装置概要図 
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表－１ 試験体の配合種類 

配合 
番号 

対照物 セメント種類 
混和材種類 

および 
添加量 

水結合材比 
W/B 

（％） 

材齢 28 日 
圧縮強度 
（N/mm2） 

BB 
下部工および 
壁高欄・地覆 

－ 55.0 38.0 

BB-E 
下部工および 
壁高欄・地覆 
（収縮補償） 

高炉 B種 
膨張材 

セメントを 20kg/m3置換 
55.0 40.1 

N 上部工主桁 － 55.0 38.9 

N-E 
上部工主桁 
（収縮補償） 

普通ポルトランド
セメント 膨張材 

セメントを 20kg/m3置換 
55.0 36.2 

H 上部工主桁 － 49.0 41.1 

BSPC 
上部工主桁 
（塩害対策） 

早強ポルトランド
セメント 高炉スラグ微粉末 

セメントを 50％置換 
31.9 68.1 

M-SF 
プレキャスト 

製品 
中庸熱ポルトラン

ドセメント 
シリカフューム 

セメントを 8％置換 
20.0 126.5 
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3.2 塩化物イオンの実効拡散係数 

 図－３に，電気泳動により求めた各種コンクリー

トの水結合材比と塩化物イオン実効拡散係数の関係

を示す。配合 N，N-E および Hについて，実効拡散係

数はほぼ同程度であった。水結合材比は上記と同等

であり，結合材として高炉 B 種を用いた配合 B およ

び BB-E について実効拡散係数は約 1/2 となった。ま

た，膨張材を混入した配合 N-E および BB-E は膨張材

を混入することにより，実効拡散係数が小さくなり

塩化物イオン浸透性に対する抵抗性を向上させるこ

とが確認された。混和材として高炉スラグ微粉末を

混入した BSPC およびシリカフュームを混入した高

強度の M-SF については水セメント比 55％のものと

比べ実効拡散係数は約 1/10 であり，更に塩化物イオ

ン浸透に対する耐久性の向上が確認された。 

3.3 実効拡散係数から推定した見掛けの拡散係数 

見掛けの拡散係数は，電気泳動法により求められ

た実効拡散係数 Deを用いて，式（２）より算定が可

能である。式（２）に示した換算係数 k1・k2は，土

木学会コンクリート標準示方書[規準編]土木学会規

準および関連規準 2007 の附属書，電気泳動試験によ

る実効拡散係数を用いた見掛けの拡散係数計算方法に示されている図－４より算定することができる。

換算係数 k1・k2は，普通ポルトランドセメント，高炉 B種および低熱ポルトランドセメントの３種類の

セメントについて提案されている。今回，検討を行なった早強ポルトランドセメントを用いた配合 Hに

ついては普通ポルトランドセメントの換算係数 k1・k2を適用し，配合 BSPC については高炉スラグ微

粉末を 50％置換していることから高炉 B種の換算係数 k1・k2を適用した。また，中庸熱ポルトランド

セメントベースでシリカフュームを添加した配合 M-SF については，セメントとしては性能が低熱ポル

トランドセメントと普通ポルトランドセメントの中間であり，シリカフュームを添加していることによ

り，コンクリートが緻密になり塩分浸透性は小さくなると考えられるため，換算係数 k1・k2は低熱と高

炉 B種の中間に位置する普通ポルトランドセメントの係数 k1・k2を適用した。図－４より求めた配合ご
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との換算係数 k1・k2 および式（２）から算出さ

れた見掛けの拡散係数を表－２に示す。 

3.4 実験値から推察した見掛けの拡散係数と

予測値の整合性 

 塩化物イオンに対する拡散係数の照査に用い

る，コンクリートの見掛けの拡散係数の予測値

の算定方法について，土木学会標準示方書[施工

編]では，普通ポルトランドセメントを用いる場

合と高炉セメントやシリカフュームを使用する

場合について式（３），（４）の回帰式が提案さ

れている。また，国土交通省土木研究所からは早強セ

メントを用いた場合の見掛けの拡散係数の予測値とし

て式（５）が提案されている。上記の式より算定され

たコンクリートの見掛けの拡散係数の予測値と電気泳

動によって求められた実験値の実効拡散係数から換算

した見掛けの拡散係数との比較を図－５に示す。その

結果，配合 BB，BB-E，N，N-E，H について，ほぼ予測

値と実験値は一致しているが，高炉スラグ微粉末を混

入した BSPC やシリカフュームを混和した M-SF につい

ては，電気泳動試験により推定された見掛けの拡散係

数は予測値より小さな値を示した。この原因は，予測

値の推定には混和材の影響は考慮されておらず，実験

値から推察された見掛けの拡散係数は混和材の影響に

より小さくなったものと考えられる。 

 

４．まとめ 

 電気泳動法によりコンクリートの塩化物イオンの実

効拡散係数を求め，土木学会から提案されている計算

式より実効拡散係数から見掛けの拡散係数を算出し，

求められた見掛けの拡散係数の実験値と土木学会お

よび土木研究所から提案されている拡散係数の予測

値との比較を行った。その結果，高炉 B種，高炉 B種

＋膨張材，普通セメント，普通セメント＋膨張材およ

び早強セメントを用いた配合については，予測値と同

程度となった。塩化物イオンの浸透性に対する抵抗性

向上が期待できる，高炉スラグ微粉末を早強セメント

に混合した配合および中庸熱セメントにシリカフュ

ームを混入した高強度コンクリートは，混和材の影響

により実験値は予測値より小さな値となった。 
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表－２ 電気泳動による拡散係数 

配合 
番号 

水 
結合材比

W/B 

換算 
係数 
k1・k2 

実効 
拡散係数 

De 
(cm2/年) 

見掛けの
拡散係数

Dae 
(cm2/年)

BB 0.55 0.35 1.48 0.518 

BB-E 0.55 0.35 1.17 0.410 

N 0.55 0.67 2.86 1.916 

N-E 0.55 0.67 2.40 1.608 

H 0.49 0.54 2.77 1.496 

BSPC 0.319 0.065 0.33 0.021 

M-SF 0.20 0.18 0.054 0.010 

　　　（２）・・　 eae DkkD 21

 

ここに， 

Ｄae:見掛けの拡散係数（cm2/年） 

Ｄe：実効拡散係数（cm2/年） 

ｋ1：コンクリート側，陰極側溶液側それぞれの塩化

物イオン濃度の釣り合いにかかわる係数 

ｋ2：セメント水和物中への塩化物イオン固定化現象

にかかわる係数 
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ここに， 

 ＤP：拡散係数の予測値（㎝ 2/年） 

 Ｄc：コンクリート中の塩化物イオンの見掛けの拡散

係数（cm2/sec）
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　　　　予測値（土木学会普通セメント）
　　　　予測値（土木研究所早強セメント）

 

図－５ 拡散係数の予測値と実験値との比較 
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